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香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領（以下、「本要領」という）は、県内事業者の事業継続計画（以下「ＢＣ

Ｐ」という。）策定等の取組を促進するとともに、地域産業の継続につなげるために、県

内事業者がＢＣＰを策定、又は既存のＢＣＰの改善を行う際に、専門的な助言・指導を行

う者（以下「専門家」という。）による支援を行うために必要な事項を定めることを目的

とする。 

 

（事業内容） 

第２条 県は、ＢＣＰを策定、又は既存のＢＣＰの改善を行う県内事業者に対して、オンラ

インによる専門家の支援（以下「専門家支援」という。）を行うものとする。なお、本要

領に記載するＢＣＰとは、災害等の不測の事態が発生しても、重要な事業を中断させない、

または中断しても可能な限り短い時間で復旧させるための方針、体制、手順等を示した計

画であり、次の要件を満たすものとする。 

ア 優先して継続・復旧すべき中核事業を特定していること。 

イ 緊急時における中核事業の目標復旧時間を定めておくこと。 

ウ 中核事業や復旧に係る時間などを取引先と予め協議しておくこと。 

エ 事業拠点や生産設備、仕入品調達等の代替策を決めておくこと。 

オ 全ての従業員と事業継続についてコミュニケーションを図っておくこと。 

２ 専門家支援は、原則として、１回あたり２時間程度とする。また、支援回数は一の事業

者について同一年度につき３回を上限とする。 

 

（本事業の対象者） 

第３条 本事業の対象となる県内事業者は、県内に本社若しくは主たる事務所を有し、次の

いずれにも該当する法人とする。 

  ア 資本金の額又は出資の総額が 10 億円未満であること。 

イ 資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用する従業員の数 

が２千人以下であること。 

ウ 組合若しくはその連合会又は一般社団法人については、その直接又は間接の構成

員たる事業者の３分の２以上が個人又はア若しくはイのいずれかを満たす法人であ

ること。 

２ 前項のア・イの「資本金の額又は出資の総額」は、「基本金」を有する法人について

は「基本金の額」と、一般財団法人については「当該法人に拠出されている財産の額」

と読み替えることとする。 
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（本事業の支援対象外となる場合） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、支援対象

としない。 

 ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条   

第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力

団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第

２条第５項に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業（店舗型性風俗特殊営業

に限る。）に係る同条第 13 項に規定する「接客業務受託営業」を行う事業者 

ウ 宗教上の組織又は団体（ただし、旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１

項の許可又は食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 55 条第１項の許可を受けて

いる組織又は団体であって、宿坊等を運営するものを除く。） 

エ その他、不適当と認められる者 

 

（専門家支援の費用負担） 

第５条 専門家支援の実施にあたり、専門家に支払う費用は県が負担する。 

 

（専門家支援の申請） 

第６条 支援を希望する県内事業者（以下「支援希望事業者」という。）は、遅くとも専門

家支援を受けようとする日の７日前までに、様式第１号（以下「支援申請書」という。）

を商工労働部経営支援課長（以下「経営支援課長」という。）に提出するものとする。 

 

（専門家の選定） 

第７条 専門家は、原則として経営支援課長が支援希望事業者の希望と、専門家の状況等を

踏まえて選定するものとする。 

 

（専門家支援の実施可否の決定） 

第８条 経営支援課長は、第６条に規定する支援申請書の提出を受けたときは、速やかに内

容を審査し、予算の範囲内で専門家支援の実施の可否を決定するものとする。 

２ 経営支援課長は、前項により専門家支援の実施の可否を決定したときは、支援希望事業

者に対して、様式第２号によりその結果を通知するものとする。 

３ 経営支援課長は、前項の規定による通知に併せて、適当であるとして選定した専門家

（以下「選定専門家」という。）に対して、様式第３号により専門家支援を依頼するもの

とする。 

 

（支援希望事業者の責務） 
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第９条 支援希望事業者は、選定専門家の助言・指導を受けるにあたり、選定専門家に相談

すべき事項を事前に十分に検討し、効果的かつ効率的に助言・指導を得られるよう努めな

ければならない。 

２ 経営支援課長は、支援希望事業者のＢＣＰの策定、又は既存のＢＣＰの改善等の取組状

況等を確認して、助言・指導を踏まえて適切な対応を進めていくよう、必要な指示を行う

ことができるものとする。 

 

（選定専門家の責務） 

第 10 条 選定専門家は、効果的かつ効率的な助言・指導に努めるものとする。 

 

（終了及び完了報告） 

第 11 条 支援希望事業者は、専門家支援を受けたときは、助言・指導の終了した日から起

算して 10日を経過する日までに、様式第４号による報告書（以下「終了報告書」という。）

を経営支援課長に提出しなければならない。 

２ 選定専門家は、助言・指導が完了したときは、完了した日から起算して 10日を経過す

るまでに、様式第５号による報告書（以下「完了報告書」という。）を経営支援課長に提

出しなければならない。 

３ 支援希望事業者は、専門家支援によりＢＣＰの策定、又は既存のＢＣＰの改善が完了し

たときは、速やかに当該ＢＣＰを経営支援課長に提出しなければならない。ただし、企業

機密に関する部分や個人情報に関する部分等については、適宜削除等をして提出して差

し支えない。 

 

（専門家支援の費用の支払） 

第 12 条 経営支援課長は、前条の規定による終了報告書及び完了報告書の提出を受けたと

きは、終了報告書及び完了報告書のいずれも受理した日から起算して 30日を経過する日

までに、一回あたり 25,000 円（消費税及び地方消費税の額を含む。）を選定専門家に支

払うものとする。 

２ 経営支援課長は、前項の規定にかかわらず、選定専門家からの依頼又は同意を得たとき

は、年度を超えない範囲で県が負担する費用の額をまとめて支払うことができるものと

する。 

 

（守秘義務） 

第 13 条 選定専門家及び選定専門家が属する組織は、専門家派遣等の実施により知り得た

事業者等の秘密を厳守するとともに、自己及び組織の利益のためにこれを利用してはな

らない。本業務終了後も同様とする。 
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（支払った費用の返還） 

第 14 条 県は、次の各号のいずれかが判明した場合は、支払った費用の全部又は一部につ

いて、返還を求めることができるものとする。 

（１）専門家支援の実施において法令違反その他の不正が判明した場合 

（２）その他返還を求めるべき事由が生じた場合 

 

（電子情報処理組織を使用して行う手続の特例） 

第 15 条 第６条及び第 11 条の規定による申請又は報告については、電子情報処理組織（知

事の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請又は報告をする者の

使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用し

て行わせることができる。 

２ 前項の規定により行われる申請又は報告については、香川県行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する規則（平成 16 年香川県規則第 73号）の規定の例による。 

 

（その他） 

第 16 条 本要領に定めるもののほか、必要な事項は経営支援課長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 
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様式第１号(第７条関係) 

 

香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業申請書 

 

                              令和 年 月 日  

  

 香川県商工労働部経営支援課長 殿 

 

                   所在地 

 

名称 

                   代表者      

１ 申請者の概要 

（１）法人番号 

（２）主たる業種 

（３）資本金の額または出資の総額  

（４）常時使用する従業員の数 

 

２ 当事業に関する連絡先 

（１）担当者名      

（２）電話番号       

（３）メールアドレス   

 

３ 専門家からの支援希望内容 

（１）支援希望回数    回  

※上限回数は同一年度につき３回で、１回の指導時間は原則２時間程度 

（２）支援希望日 
※遅くとも、助言・指導を希望する日の７日以上前には本申請書を提出してください。 
※専門家との調整を円滑に進めるため、可能な限り複数の希望日(時間を含む)を記入してください。 
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（３）支援希望内容  

※ＢＣＰの策定や改善にどのような課題があると考えているかなども含め、

可能な限り具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 事業概要 

（１）設立 

 

 

（２）事業内容 

 

 

（３）沿革 

 

 

（４）その他（取得している許認可や認証など） 

 

 

  ※ 上記の項目のうち、添付書類で確認できるものについては記載不要です。 

 

５ 誓約事項  

 

申請書の記載事項を選定専門家に提供することに同意します。 

 

香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業実施要領第３条に該当する法人であ

り、同第４条の各号に該当しないことを誓約します。 

 

 

６ 添付書類 

  〇履歴事項全部証明書の写し 

  ○事業内容がわかるもの（ホームページ、会社案内等） 
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様式第２号(第８条関係) 

第   号 

  年  月  日 

 

         様 

香川県商工労働部経営支援課長  

 

 

 

香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業の可否決定について（通知） 

 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業につ

いては、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

 

１ 専門家支援の可否      可  ・  否 

 

 

２ 専門家支援の実施予定内容  ※専門家支援を実施する場合に以下を記載する。 

 

（１）実施予定日時   令和  年  月  日    ：   ～   ： 

 

（２）選定専門家 

 

 

３ 注意事項 

（１）効果的な助言・指導が受けることができるよう、あらかじめ相談内容を整理してお

いてください。 

（２）専門家支援を受けた後、10日以内に様式第４号の終了報告書を提出してください。 

（３）実施予定内容の一部又は全部に変更が生ずる場合には、その内容及び理由を添え

て、速やかに県の担当者まで連絡してください。 
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様式第３号（第８条関係） 

第   号 

  年  月  日 

 

         様 

香川県商工労働部経営支援課長 

 

 

 

香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業による助言・指導について（依頼） 

 

 

 

 香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業実施要領第８条第３項の規定に基づき、下記

により助言・指導をお願いします。 

 

記 

 

 

１ 支援先事業者   

 

 

２ 実施予定日時   令和 年  月  日    ：   ～   ： 

 

 

３ 助言・指導を依頼する内容 別紙のとおり 

 

 

４ 謝金 

謝金の額は、一回あたり 25,000 円（消費税及び地方消費税の額を含む。）とし、完

了後にお支払いします 

 

 

５ その他 

専門家支援の実施後、10日以内に様式第５号の完了報告書を提出してください。 
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様式第４号（第 11条関係） 

 

香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業終了報告書（事業者報告用） 

 

                              令和 年 月 日  

  

 香川県商工労働部経営支援課長 殿 

 

                   所在地 

 

名称 

                   代表者      

 

１ 専門家からの支援結果 

（１）選定専門家名  

（２）支援日時 

（３）専門家への相談内容 ※可能な限り詳細に記入してください。 

 

 

 

 

 

（４）専門家からの助言・指導内容 ※可能な限り詳細に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の対応 

  専門家からの支援を受け、それに対する今後の対応（予定）を記入してください。 
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様式第５号（第 11 条関係） 

 

香川県中小企業ＢＣＰ策定専門家支援事業完了報告書（専門家報告用） 

 

                              令和 年 月 日  

  

 香川県商工労働部経営支援課長 殿 

 

                   所在地 

 

名称 

                   代表者      

 

１ 事業者への支援結果 

（１）支援先事業者  

（２）支援日時 

（３）事業者からの相談内容 ※可能な限り詳細に記入してください。 

 

 

 

 

 

（４）事業者への助言・指導内容 ※可能な限り詳細に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の課題 

  事業者の今後の課題等を記入してください。 

 

 


